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〇 経営所得安定対策等実施要綱（平成 23年４月１日付け 22経営第 7133号農林水産事務次官依命通知）新旧対照表    

（下線部分は改正部分） 

 

改 正 後 現   行 

経営所得安定対策等実施要綱 
 

農林水産事務次官依命通知 
制  定 平成23年４月１日付け22経営第7133号 
一部改正 平成23年９月１日付け23経営第1616号 
一部改正 平成24年４月６日付け23経営第3521号 
一部改正 平成24年12月17日付け24経営第2660号 
一部改正 平成25年１月17日付け24経営第2841号 
一部改正 平成25年５月16日付け25経営第360号 
一部改正 平成26年４月１日付け25経営第3838号 
一部改正 平成27年４月９日付け26経営第3507号 
一部改正 平成27年９月30日付け27経営第1527号 
一部改正 平成28年３月31日付け27政統第892号 
一部改正 平成28年10月11日付け28政統第987号 
一部改正 平成29年４月１日付け28政統第1937号 
一部改正 平成30年２月１日付け29政統第1539号 
一部改正 平成30年４月１日付け29政統第1973号 
一部改正 平成31年４月１日付け30政統第2072号 
一部改正 令和元年９月18日付け元政統第841号 
一部改正 令和２年４月１日付け元政統第1506号 
一部改正 令和２年12月25日付け２政統第1556号 
一部改正 令和３年３月31日付け２政統第1980号 
一部改正 令和４年４月１日付け３農産第3694号 
一部改正 令和４年12月27日付け４農産第3535号 

一部改正 令和５年４月27日付け４農産第5527号-1 
一部改正 令和５年11月29日付け５農産第3233号 

経営所得安定対策等実施要綱 
 

農林水産事務次官依命通知 
制  定 平成23年４月１日付け22経営第7133号 
一部改正 平成23年９月１日付け23経営第1616号 
一部改正 平成24年４月６日付け23経営第3521号 
一部改正 平成24年12月17日付け24経営第2660号 
一部改正 平成25年１月17日付け24経営第2841号 
一部改正 平成25年５月16日付け25経営第360号 
一部改正 平成26年４月１日付け25経営第3838号 
一部改正 平成27年４月９日付け26経営第3507号 
一部改正 平成27年９月30日付け27経営第1527号 
一部改正 平成28年３月31日付け27政統第892号 
一部改正 平成28年10月11日付け28政統第987号 
一部改正 平成29年４月１日付け28政統第1937号 
一部改正 平成30年２月１日付け29政統第1539号 
一部改正 平成30年４月１日付け29政統第1973号 
一部改正 平成31年４月１日付け30政統第2072号 
一部改正 令和元年９月18日付け元政統第841号 
一部改正 令和２年４月１日付け元政統第1506号 
一部改正 令和２年12月25日付け２政統第1556号 
一部改正 令和３年３月31日付け２政統第1980号 
一部改正 令和４年４月１日付け３農産第3694号 
一部改正 令和４年12月27日付け４農産第3535号 

一部改正 令和５年４月27日付け４農産第5527号-1 
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目  次 

 

Ⅰ～Ⅴ （略） 

 

（別紙１）～（別紙22） （略） 

 

（別表１）・（別表２） （略） 

（削る。） 

（別表３）交付対象とする低コスト生産等の取組（畑作物産地形

成促進事業） 

（様式第１号）～（参考様式４－３）（略） 

 

目  次 

 

Ⅰ～Ⅴ （略） 

 

（別紙１）～（別紙22） （略） 

 

（別表１）・（別表２） （略） 

（別表３）畑作物産地形成促進事業に係る成果目標の基準 

（別表４）助成対象とする低コスト生産等の取組（畑作物産地形

成促進事業） 

（様式第１号）～（参考様式４－３）（略） 

Ⅰ～Ⅲ （略） 

Ⅳ 各種交付金の手続等 

 

 第１ （略） 

  

 第２ 水田活用直接支払交付金 

  １ 水田活用の直接支払交付金 

  （１）～（５） （略） 

  （６）交付単価等 

    ①・② （略） 

    ③ 畑地化促進助成 

 

ア～ウ （略） 

 

（注１）～（注３） （略） 

   （注４）イの(ｱ)又は(ｲ)の支援を受ける場合には、支援期

間の初年度に、畑地化の取組を行う必要がありま

す。 

Ⅰ～Ⅲ （略） 

Ⅳ 各種交付金の手続等 

 

 第１ （略） 
 

 第２ 水田活用直接支払交付金 

  １ 水田活用の直接支払交付金 

  （１）～（５） （略） 

  （６）交付単価等 

    ①・② （略） 

    ③ 畑地化促進助成 

 

ア～ウ （略） 

 

（注１）～（注３） （略） 

   （注４）イの(ｱ)又は(ｲ)の支援を受ける場合には、支援期

間の初年度に、畑地化の取組を行う必要がありま

す。 
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ただし、都道府県推進計画に位置付けられた産地

の交付申請者が、当該産地において、都道府県推進

計画のうち産地推進計画（水田農業高収益化通知に

基づく産地推進計画をいいます。以下同じです。）

に位置付けられた高収益作物を作付けする場合は、

支援期間の最終年度の翌年度までに、畑地化の取組

を行えば要件を満たすこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ④ （略） 

 

  （７）・（８） （略） 

 

（９）適切な生産の徹底等 

 

    ① 交付対象作物については、地域の普及組織等が指導

する標準的な栽培方法等に即し、十分な収量が得られ

るように生産することが原則です。また、適切な防除

等を通じて近隣ほ場の作物の品質や収量に影響を与え

ないよう配慮する必要があります。 

      そのような栽培方法に即さず、適切な生産が行われ

ていない可能性が高いと判断される場合には、②から

④までの規定により本交付金の交付対象となるかを確

認し、本交付金の交付対象と認められる場合のみ、

ただし、水田農業高収益化推進計画（水田農業高

収益化計画の策定について（令和２年４月１日付け

元生産第2167号、元農振第3757号、元政統第2085号

農林水産省生産局長、農村振興局長及び政策統括官

通知。以下「水田農業高収益化通知」といいま

す。）に基づく水田農業高収益化推進計画をいいま

す。以下「都道府県推進計画」といいます。）に位

置付けられた産地の交付申請者が、当該産地におい

て、都道府県推進計画のうち産地推進計画（水田農

業高収益化通知に基づく産地推進計画をいいます。

以下同じです。）に位置付けられた高収益作物を作

付けする場合は、支援期間の最終年度の翌年度まで

に、畑地化の取組を行えば要件を満たすこととしま

す。 

 

    ④ （略） 

 

  （７）・（８） （略） 

 

（９）適切な生産の徹底等 

 

    ① 交付対象作物については、地域の普及組織等が指導

する標準的な栽培方法等に即し、十分な収量が得られ

るように生産することが原則です。また、適切な防除

等を通じて近隣ほ場の作物の品質や収量に影響を与え

ないよう配慮する必要があります。 

      そのような栽培方法に即さず、適切な生産が行われ

ていない可能性が高いと判断される場合には、②から

④までの規定により本交付金の交付対象となるかを確

認し、なお本交付金の交付対象となる場合は、（８）
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（８）の③の交付決定を行うこととします。また、本

交付金の交付後に交付対象とならないことが明らかに

なった場合は、本交付金を返還していただくこととし

ます。 

 

    ②～⑦ （略） 

 

の③の交付決定を行うこととします。また、本交付金

の交付後に交付対象とならないことが明らかになった

場合は、本交付金を返還していただくこととします。 

 

 

②～⑦ （略） 

  ２ （略） 

   

  ２ （略） 

   

  ３ 畑作物産地形成促進事業 

 

 （１） （略） 

 

 （２）事業内容 

  

畑作物産地形成促進事業は、（３）の①で定める産地・

実需協働プランに基づき、実需者ニーズに応えるための

低コスト生産等に取り組む農業者に対して取組面積に応

じて交付金を交付する事業です。 

 

 

  （３）・（４） （略） 

 

（５）書類の保管 

 

都道府県農業再生協議会、地域農業再生協議会及び

（８）の①に定める交付対象者は、本事業に係る交付申

請の基礎となった証拠書類及び交付金の交付に関する書

類を事業終了年度の翌年度から起算して５年間保管しな

ければなりません。 

３ 畑作物産地形成促進事業 

   

（１） （略） 

 

（２）事業内容 

  

畑作物産地形成促進事業は、（３）の①で定める産地・

実需協働プランに基づき、実需者ニーズに応えるための

低コスト生産等に取り組む農業者に対して取組面積に応

じた定額助成（以下「低コスト生産等支援」という。）

を行う事業です。 

 

（３）・（４） （略） 

 

（５）書類の保管 

 

都道府県農業再生協議会、地域農業再生協議会及び

（９）の①に定める交付対象者は、本事業に係る経費の

支出を明らかにした書類、帳簿等を整備し、事業終了年

度の翌年度から起算して５年間保管しなければなりませ

ん。 
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（６）都道府県取組計画書の作成及び承認手続 

 

    ①～③ （略） 

 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

（７）予算額の配分等 

 

① 地方農政局長等は、（６）の①により提出された都道

府県取組計画書について、当該取組計画書に含まれて

いる各地域農業再生協議会の取組内容について審査を

行い、適切と認められる場合は、その結果について農

産局長に報告するものとします。 

 

 

 ②～④ （略） 

 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

  （６）都道府県取組計画書の作成及び承認手続 

 

    ①～③ （略） 

 

    ④ 都道府県取組計画書の重要な変更は、次のアからウ

までに掲げる変更とします。また、変更に係る手続

は、①に準じて行うものとします。 

     ア 事業の中止又は廃止 

     イ 国補助金の増 

     ウ 30％を超える国補助金の減 

 

（７）予算額の配分等 

 

① 地方農政局長等は、（６）の①により提出された都道

府県取組計画書について、当該取組計画書に含まれて

いる各地域農業再生協議会の取組内容が、（８）の①の

成果目標の基準を満たしていること等について審査を

行い、適切と認められる場合は、その結果について農

産局長に報告するものとします。 

    

    ②～④ （略） 

 

（８）事業の成果目標等 

 

 ① 成果目標の基準 

  

   地域農業再生協議会等が達成すべき成果目標の基準

は、別表３に定めるとおりとします。 
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（８）事業の実施 

 

① （略） 

 

② 対象作物 

  

  ア 対象とする作物は、水田において主食用水稲を作

付けせずに、基幹作として作付される新市場開拓向

け又は加工向けの麦及び大豆、新市場開拓向け又は

加工・業務用向けの高収益作物並びに子実用とうも

ろこしとします。 

 

イ （略） 

   

    ③ 交付対象とする取組、交付対象面積等 

 

     ア 交付対象とする低コスト生産等の取組は、別表３

に掲げる取組とします。ただし、あらかじめ地方農

政局長等の承認を受けた場合には、都道府県農業再

生協議会の長は交付対象とする取組を追加できるも

のとし、その承認に係る手続は、別紙20によるもの

とします。 

 

 ② 目標年度 

 

   地域農業再生協議会等が達成すべき成果目標の目標

年度は、令和５年度とします 

 

 

 

（９）事業の実施 

 

 ① （略） 

 

 ② 対象作物 

   

  ア 対象とする作物は、水田において令和５年産に主

食用水稲を作付けせずに、基幹作として作付される

新市場開拓向け又は加工向けの麦及び大豆、新市場

開拓向け又は加工・業務用向けの高収益作物並びに

子実用とうもろこしとします。 

 

  イ （略） 

 

    ③ 交付対象とする取組、交付対象面積等 

 

     ア 交付対象とする低コスト生産等の取組は、別表４

に掲げる取組とします。ただし、あらかじめ地方農

政局長等の承認を受けた場合には、都道府県農業再

生協議会の長は交付対象とする取組を追加できるも

のとし、その承認に係る手続は、別紙20によるもの

とします。 
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イ 別表３の取組については、交付を申請する品目ご

とに、畑作物本作化促進メニュー（別表３の取組の

うち、排水対策、土層改良、均平作業、傾斜均平、

畦畔除去）を１つ以上含めて３つ以上行うことと

し、交付対象面積は、当該取組を行う水田の合計面

積とします。また、交付対象面積の単位はa単位と

し、１a未満の端数があるときには切り捨てること

とします。 

 

ウ～オ （略） 

 

カ 本事業と目的や支援対象が同じ国の他の補助事業

の支援を受けた又は受ける予定の取組は、原則とし

て本事業による交付対象としないものとします。 

 

    ④ 交付単価 

      

      低コスト生産等の取組への交付は、③のイの交付対

象面積に応じて、下表のとおりとします。なお、翌年

度に畑地化を行う場合、5,000円/10aを加算します

（畑地化加算）。 

ただし、畑作物の導入・定着を円滑に進める上で 

特に対応する必要があるとして、農産局長が定める場

合においては、以下に定めるもののほか、本事業の推

進に必要な範囲において、事業を実施することができ

るものとします。 

 

作物 交付単価 

麦、大豆、 40,000円（45,000円※）／10a 

 

イ 別表４の取組については、交付を申請する品目ご

とに、畑作物本作化促進メニュー（別表４の取組の

うち、排水対策、土層改良、均平作業、傾斜均平、

畦畔除去）を１つ以上含めて３つ以上行うことと

し、交付対象面積は、当該取組を行う水田の合計面

積とします。また、交付対象面積の単位はa単位と

し、１a未満の端数があるときには切り捨てることと

します。 

 

ウ～オ （略） 

 

カ 本事業と目的や支援対象が同じ国の他の補助事業

の支援を受けた又は受ける予定の取組は、原則とし

て本事業による助成対象としないものとします。 

 

    ④ 助成対象経費 

       

      低コスト生産等の取組への助成は、③のイの交付対

象面積に応じて、下表のとおりとします。なお、令和

６年度に畑地化を行う場合、5,000円/10aを加算しま

す（畑地化加算）。 

ただし、畑作物の導入・定着を円滑に進める上で 

特に対応する必要があるとして、農産局長が定める場

合においては、以下に定めるもののほか、本事業の推

進に必要な範囲において、事業を実施することができ

るものとします。 

 

作物 交付単価 

麦・大豆、 40,000円（45,000円※）／10a 
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高収益作物、子実用とうもろ

こし 

※翌年度に畑地化（対象農地をⅣの第２の１に規定する水田活用

の直接支払交付金の交付対象から除外することをいう。以下同

じ。）を行う場合の単価。 

    ⑤ 取組計画書の作成 

 

     ア～エ （略） 

 

     オ 都道府県取組計画書の変更を行う場合は、（６）の

①及び（８）の⑤のアからエまでに準じた手続を行

うものとします。 

 

⑥ 交付申請手続等 

      

     ア 交付申請手続 

 

本事業の交付申請者は、交付申請書の「交付申請

内容欄」の「畑作物産地形成促進事業の申請」の回答

欄の「する」に○を付けて、営農計画書とともに、農

産局長が別に通知する日までに、地方農政局等又は地

域農業再生協議会に提出します。 

 

     イ～エ （略） 

 

オ 交付決定及び交付金の交付 

 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 地方農政局長等は、交付申請者ごとの交付面積

及び交付金額の確認が終わり次第、交付金計算書

高収益作物、子実用とうもろ

こし 

※令和６年度に畑地化（対象農地をⅣの第２の１に規定する水田

活用の直接支払交付金の交付対象から除外することをいう。以

下同じ。）を行う場合の単価（畑地化加算）。 

    ⑤ 取組計画書の作成 

 

     ア～エ （略） 

 

     オ 都道府県取組計画書の変更を行う場合は、（６）の

①及び（９）の⑤のアからエまでに準じた手続を行

うものとします。 

 

⑥ 交付申請手続等 

      

     ア 交付申請手続本事業の交付申請者は、交付申請書

の「交付申請内容欄」の「畑作物産地形成促進事業

の申請」の回答欄の「する」に○を付けて、営農計

画書とともに、農産局長が別に通知する日までに、

地方農政局等又は地域農業再生協議会に提出します

。 

 

 

     イ～エ （略） 

 

オ 交付決定及び交付金の交付 

 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 地方農政局長等は、交付申請者ごとの低コスト

生産等支援の交付面積及び交付金額の確認が終わ
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を作成します。 

(ｳ) （略） 

 

 

 

    ⑦ 適切な生産の徹底等 

      

      交付対象作物については、地域の普及組織等が指導

する標準的な栽培方法等に即し、十分な収量が得られ

るように生産することが原則です。また、適切な防除

等を通じて近隣ほ場の作物の品質や収量に影響を与え

ないよう配慮する必要があります。 

そのような栽培方法に即さず、適切な生産が行われ

ていない可能性が高いと判断される場合には、本交付

金の交付対象となるかを確認し、本交付金の交付対象

と認められる場合のみ、⑥のオの交付決定を行うこと

とします。なお、当該確認の方法その他必要な手続に

ついては、Ⅳの第２の１の（９）の①及び②並びに④

から⑥までの規定を適用します。ただし、Ⅳの第２の

１の（９）中「本交付金」は「畑作物産地形成促進事

業による交付金」と、読み替えるものとします。 

また、本事業による交付金の交付後に交付対象とな

らないことが明らかになった場合は、交付金を返還し

ていただくこととします。 

 

    ⑧ 取組の実施状況等の報告  

 

ア （略） 

 

イ 地域農業再生協議会の長は、その管轄する地域の

り次第、交付金計算書を作成します。 

(ｳ) （略） 

 

 

 

    （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 取組の実施状況等の報告  

 

ア （略） 

 

イ 地域農業再生協議会の長は、その管轄する地域の



- 10 - 

交付対象者の取組計画書に基づく取組の実施状況等

について、様式第14－６号により実施状況報告書を

作成し、都道府県農業再生協議会の長に報告するも

のとします。 

 

ウ （略） 

 

⑨ 調査の実施 

 

（略） 

 

⑩ その他 

 

ア 本事業の支援対象となった水田面積は、当年産に

おける水田活用の直接支払交付金において、交付助

成対象者に対する戦略作物助成（麦・大豆：10a当た

り35,000円、飼料作物（子実用とうもろこし）：10a

当たり35,000円）の対象面積から除外するものとし

ます。 

 

イ （略） 

 

助成対象者の取組計画書に基づく取組の実施状況等

について、様式第14－６号により実施状況報告書を

作成し、都道府県農業再生協議会の長に報告するも

のとします。 

 

ウ （略） 

 

⑧ 調査の実施 

 

      （略） 

 

⑨ その他 

 

ア 本事業の支援対象となった水田面積は、令和５年

度における水田活用の直接支払交付金において、交

付助成対象者に対する戦略作物助成（麦・大豆：10a

当たり35,000円、飼料作物（子実用とうもろこし）：

10a当たり35,000円）の対象面積から除外するものと

します。 

 

イ （略） 

  ４ 畑地化促進事業（畑地化支援及び定着促進支援） 

 

  （１）～（４） （略） 

 

  （５）交付単価等 

 

当年産における取組内容に応じて以下の支援を行いま

す。 

４ 畑地化促進事業（畑地化支援及び定着促進支援） 

 

（１）～（４） （略） 

 

  （５）交付単価等 

 

令和５年産における取組内容に応じて以下の支援を行

います。（ただし、②は令和４年産も対象となります。） 
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ただし、水田の畑地化を通じた畑作物の定着を円滑に

進める上で特に対応する必要があるものとして、農産局

長が定める場合においては、以下に定めるもののほか、

本事業の推進に必要な範囲において、事業を実施するこ

とができるものとします。 

 

① 畑地化支援 

 

畑地化の取組を行う場合に、その取組面積に応じ

て、取組年度限りで140,000円/10a（取組後５年以上継

続して高収益作物を作付けする場合は、以下「高収益

作物畑地化支援」、取組後５年以上継続して高収益作物

又は一般作物を作付けする場合は、以下「その他畑地

化支援」といいます。）の交付金を交付します。 

 

 

② 定着促進支援 

 

ア 高収益作物定着促進支援 

当年産から５年以上継続して高収益作物を作付け

する場合に、作付面積（基幹作に限ります。以下同

じです。）に応じて、当年産から５年間にわたって

毎年20,000円/10a（加工・業務用の野菜及び果樹に

あっては毎年30,000円/10a）又は当年産に限り５年

間分を一括して100,000円/10a（加工・業務用の野

菜及び果樹にあっては150,000円/10a）の交付金を

交付します。 

 

 

イ 畑作物定着促進支援 

ただし、水田の畑地化を通じた畑作物の定着を円滑に

進める上で特に対応する必要があるものとして、農産局

長が定める場合においては、以下に定めるもののほか、

本事業の推進に必要な範囲において、事業を実施するこ

とができるものとします。 

 

① 畑地化支援 

 

畑地化の取組を行う場合に、その取組面積に応じ

て、取組年度限りで175,000円/10a（取組後５年以上

継続して高収益作物を作付けする場合。以下「高収益

作物畑地化支援」といいます。）又は140,000円/10a

（取組後５年以上継続して高収益作物又は一般作物を

作付けする場合。以下「その他畑地化支援」といいま

す。）の交付金を交付します。 

 

② 定着促進支援 

 

ア 高収益作物定着促進支援 

令和４年産又は令和５年産から５年以上継続して

高収益作物を作付けする場合に、作付面積（基幹作

に限ります。以下同じです。）に応じて、それぞれ

令和４年産若しくは令和５当年産から５年間にわた

って毎年20,000円/10a（加工・業務用の野菜及び果

樹にあっては毎年30,000円/10a）又は令和４年産若

しくは令和５年産に限り、５年間分を一括して

100,000円/10a（加工・業務用の野菜及び果樹にあ

っては150,000円/10a）の交付金を交付します。 

 

イ 畑作物定着促進支援 
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当年産から５年以上継続して一般作物又は高収益

作物を作付けする場合に、作付面積に応じて、当年

産から５年間にわたって毎年20,000円/10a又は当年

産に限り５年間分を一括して100,000円/10aの交付金

を交付します。 

 

 

（注１）～（注３） （略） 

 

（注４）ア又はイの支援を受ける場合には、支援期間の

初年度に、畑地化の取組を行う必要があります。 

ただし、都道府県推進計画に位置付けられた産

地の交付申請者が、当該産地において、都道府県

推進計画のうち産地推進計画に位置付けられた高

収益作物を作付する場合は、支援期間の最終年度

の翌年度までに、畑地化の取組を行えば要件を満

たすこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注５）②のア又はイの支援のうち、５年間分を一括

 

令和４年産又は令和５年産から５年以上継続して

一般作物又は高収益作物を作付けする場合に、作付

面積に応じて、それぞれ令和４年産若しくは令和５

年産から５年間にわたって毎年20,000円/10a又は令

和４年産若しくは令和５年産に限り、５年間分を一

括して100,000円/10aの交付金を交付します。 

 

（注１）～（注３） （略） 

 

（注４）ア又はイの支援を受ける場合には、支援期間の

初年度に、畑地化の取組を行う必要があります。 

ただし、水田農業高収益化推進計画（水田農

業高収益化計画の策定について（令和２年４月１

日付け元生産第2167号、元農振第3757号、元政統

第2085号農林水産省生産局長、農村振興局長及び

政策統括官通知）に基づく水田農業高収益化推進

計画をいいます。以下「都道府県推進計画」とい

います。）に位置付けられた産地の交付申請者

が、当該産地において、都道府県推進計画のうち

産地推進計画（水田農業高収益化計画の策定につ

いて（令和２年４月１日付け元生産第2167号、元

農振第3757号、元政統第2085号農林水産省生産局

長、農村振興局長及び政策統括官通知）に基づく

産地推進計画をいいます。以下同じです。）に位

置付けられた高収益作物を作付する場合は、支援

期間の最終年度の翌年度までに、畑地化の取組を

行えば要件を満たすこととします。 

 

（新設） 
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して交付金を交付する方式については、畑地化

の取組を開始した年産から５年にわたって毎年

交付される方式により配分を実施し、更に残余

がある場合、予算の残余額の範囲において、要

望者ごとの定着促進支援の交付方式の希望状況

を踏まえつつ、交付することとします。 

 

（注６）令和５年度に本事業に採択された者が①の支

援を受ける場合は、その取組面積に応じて、令

和５年度限りで175,000円/10a（取組後５年以上

継続して高収益作物を作付けする場合）又は

140,000円/10a（取組後５年以上継続して高収益

作物又は一般作物を作付けする場合）の交付金

を交付します。 

 

  （６）・（７） （略） 

 
（８）適切な生産の徹底等 

 
      交付対象作物については、地域の普及組織等が指導

する標準的な栽培方法等に即し、十分な収量が得られ
るように生産することが原則です。また、適切な防除
等を通じて近隣ほ場の作物の品質や収量に影響を与え
ないよう配慮する必要があります。 

      そのような栽培方法に即さず、適切な生産が行われ
ていない可能性が高いと判断される場合には、本交付
金の交付対象となるかを確認し、本交付金の交付対象
と認められる場合のみ、（７）の④の交付決定を行う
こととします。なお、当該確認の方法その他必要な手
続については、Ⅳの第２の１の（９）の①及び②並び
に④から⑥までの規定を適用する。ただし、Ⅳの第２
の１の（９）中「本交付金」は「畑地化促進事業によ

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

  （６）・（７） （略） 

 
（８）適切な生産の徹底等 

 
      交付対象作物については、地域の普及組織等が指導

する標準的な栽培方法等に即し、十分な収量が得られ
るように生産することが原則です。また、適切な防除
等を通じて近隣ほ場の作物の品質や収量に影響を与え
ないよう配慮する必要があります。 

      そのような栽培方法に即さず、適切な生産が行われ
ていない可能性が高いと判断される場合には、本交付
金の交付対象となるかを確認し、なお本交付金の交付
対象となる場合は、（７）の④の交付決定を行うこと
とします。なお、当該確認の方法その他必要な手続き
については、Ⅳの第２の１の（９）の①及び②並びに
④から⑥までの規定を適用する。ただし、Ⅳの第２の
１の（９）中「本交付金」は「畑地化促進事業による
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る交付金」と読み替えるものとします。 
      また、本事業による交付金の交付後に交付対象とな

らないことが明らかになった場合は、交付金を返還し
ていただくこととします。 

 

交付金」と読み替えるものとします。 
      また、本事業による交付金の交付後に交付対象とな

らないことが明らかになった場合は、交付金を返還し
ていただくこととします。 

 

Ⅴ （略） Ⅴ （略） 
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改 正 後 現   行 

（別紙19） 

 

畑作物産地形成促進事業の採択・配分基準について 

 

畑作物産地形成促進事業の採択及び予算額の配分については、

以下のとおり、都道府県取組計画書に含まれている地域農業再生

協議会の産地・実需協働プラン（以下「プラン」という。）にて定

められた品目・仕向けごとに、配分対象となる地域農業再生協議

会を決定し、予算の範囲内において採択・配分するものとしま

す。 

採択・配分に当たっては、まずは前年度に畑地化を行った地域

農業再生協議会と当年度に畑地化を行う予定の地域農業再生協議

会（以下「畑地化協議会」という。）を採択・配分の対象とし、次

にそれ以外の地域農業再生協議会（以下「その他協議会」とい

う。）を採択・配分の対象とするものとします。 

 

１ 農産局長は、Ⅳの第２の３の（６）の①により提出のあった

都道府県取組計画書について、都道府県取組計画書に含まれて

いるプランのうち、畑地化協議会のプランから配分対象としま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙19） 

 

畑作物産地形成促進事業の採択・配分基準について 

 

畑作物産地形成促進事業の採択及び予算額の配分については、

以下のとおり、都道府県取組計画書に含まれている地域農業再生

協議会の産地・実需協働プランにて定められた品目・仕向けごと

の成果目標に応じて、配分対象となる地域農業再生協議会の品

目・仕向けを決定し、予算の範囲内において採択・配分するもの

とします。 

 

 

 

 

 

 

１ 農産局長は、Ⅳの第２の３の（６）の①により提出のあった

都道府県取組計画書について、都道府県取組計画書に含まれて

いる産地・実需協働プランで定められた品目・仕向けごとの成

果目標に応じて、予算の範囲内において成果目標の基準に基づ

くポイントが上位の産地・実需協働プランの品目・仕向けから

順に要望額を都道府県農業再生協議会ごとに合計し、当該合計

額を配分額として地方農政局長等に通知するものとします。 

なお、この配分額の算定に当たっては、まず別表３に定めら

れた品目・仕向けごとの優先枠の予算の範囲内において、品

目・仕向けごとにポイントが上位のものから配分対象とし、続

いて優先枠の予算の範囲内において配分対象とならなかった地

域農業再生協議会の品目・仕向けについて、優先枠以外の予算

の範囲内（優先枠の予算に残余があった場合は当該残余額も含
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２ 畑地化協議会のプランの要望額の合計が予算額を上回る場合

は、プランで定められた品目・仕向けごとに、配点基準に基づ

くポイントが上位のプランの品目・仕向けから順に予算の範囲

内において採択し、当該プランの品目・仕向けの要望額を都道

府県農業再生協議会ごとに合計し、当該合計額を配分額として

地方農政局長等に通知するものとします。 

なお、この配分額の算定に当たっては、まず配点基準の品

目・仕向けごとの優先枠の範囲内において、品目・仕向けごと

にポイントが上位のものから配分対象とし、続いて優先枠の予

算の範囲内において配分対象とならなかったプランの品目・仕

向けについて、優先枠以外の予算の範囲内（優先枠の予算に残

余があった場合は当該残余額も含む。）にて、品目・仕向けに関

わらずポイントが上位のものから配分対象とするものとしま

す。 

 

 

３ 畑地化協議会のプランの要望額の合計が予算額を下回る場合

は、畑地化協議会のプランを採択した上で、その他協議会のプ

ランについて、品目・仕向けごとに、配点基準に基づくポイン

トが上位のプランの品目・仕向けから順に予算の範囲内におい

て採択し、これらの採択プランの品目・仕向けの要望額を都道

府県農業再生協議会ごとに合計し、当該合計額を配分額として

地方農政局長等に通知するものとします。 

なお、その他協議会のプランの採択に当たっては、畑地化協

議会のプランの品目・仕向けごとの要望額が配点基準の品目・

仕向けごとの優先枠を下回る場合は、品目・仕向けごとの優先

枠の残額の範囲内において、品目・仕向けごとにポイントが上

む。）にて、品目・仕向けに関わらずポイントが上位のものから

配分対象とするものとします。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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位のものから配分対象とし、続いて優先枠の予算の範囲内にお

いて配分対象とならなかったプランの品目・仕向けについて、

優先枠以外の予算の範囲内（優先枠の予算に残余があった場合

は当該残余額も含む。）にて、品目・仕向けに関わらずポイント

が上位のものから配分対象とするものとします。 

 

４ ２又は３により配分した結果、最後の配分可能額が要望額に

満たない場合であって、かつ、同一ポイントのプランの品目・

仕向けが複数ある場合は、要望額の小さいものから順に配分対

象とするものとします。 

 

 

 

 

 

 

２ １により配分した結果、最後の配分可能額が要望額に満たな

い場合であって、かつ、同一ポイントの産地・実需協働プラン

の品目・仕向けが複数ある場合は、要望額の小さいものから順

に配分対象とするものとします。 
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機密性〇情報（保存期間：1年未満 1 3 5 10 20 30年） 〇〇限り 

【配点基準】 

項目 ポイント 

１ 低コスト

生産等の取

組状況 

【麦、大豆】 
①又は②のいずれかを選択。 

新市場開拓用の場合は（ ）のポイント。 

①当年産における低コスト生産等の取

組面積 ※１ 

②当年産における低コスト生産等の取組

面積／前年産の作付面積 ※１ 

ア 250ha 以上       12 (24) ア 300％以上 12 (24) 

イ 200ha 以上～250ha 未満 10 (20) イ 200％以上～300％未満 10 (20) 

ウ 150ha 以上～200ha 未満 8 (16) ウ 150％以上～200％未満 8 (16) 

エ 100ha 以上～150ha 未満  6 (12) エ 100％以上～150％未満 6 (12) 

オ 50ha 以上～100ha 未満  4 ( 8) オ 75％以上～100％未満 4 ( 8) 

カ 50ha 未満 2 ( 4) カ 75％未満 2 ( 4) 

【高収益作物】 
①又は②のいずれかを選択。 

新市場開拓用の場合は（ ）のポイント。 

①当年産における低コスト生産等の取

組面積 ※１ 

②当年産における低コスト生産等の取組

面積／前年産の作付面積 ※１ 

ア 250ha 以上       12 (24) ア 300％以上 12 (24) 

イ 200ha 以上～250ha 未満 10 (20) イ 200％以上～300％未満 10 (20) 

ウ 150ha 以上～200ha 未満 8 (16) ウ 150％以上～200％未満 8 (16) 

エ 100ha 以上～150ha 未満  6 (12) エ 100％以上～150％未満 6 (12) 

オ 50ha 以上～100ha 未満  4 ( 8) オ 75％以上～100％未満 4 ( 8) 

カ 50ha 未満 2 ( 4) カ 75％未満 2 ( 4) 

【子実用とうもろこし】 
①又は②のいずれかを選択。 

①当年産における低コスト生産等の取

組面積 ※１ 

②当年産における低コスト生産等の取組

面積／前年産の作付面積 ※１ 

ア 250ha 以上       12  ア 300％以上 12  

イ 200ha 以上～250ha 未満 10  イ 200％以上～300％未満 10  

ウ 150ha 以上～200ha 未満 8  ウ 150％以上～200％未満 8  

エ 100ha 以上～150ha 未満  6  エ 100％以上～150％未満 6  

オ 50ha 以上～100ha 未満  4  オ 75％以上～100％未満 4  

カ 50ha 未満 2  カ 75％未満 2  

２ 本事業対

象品目の作

付状況 

【全作物共通】 
①又は②のいずれかを選択。 

①当年産における本事業対象品目の作

付面積の拡大 ※２ 

  

②当年産における本事業対象品目の作付

面積の拡大分／前年産における本事業対

象品目の作付面積 ※２ 

ア 50ha 以上 6  ア 10％以上 6  

イ 40ha 以上～50ha 未満 5  イ  8％以上～10％未満 5  

ウ 30ha 以上～40ha 未満 4  ウ  6％以上～8％未満 4  

エ 20ha 以上～30ha 未満 3  エ  4％以上～6％未満 3  

オ 10ha 以上～20ha 未満 2  オ  2％以上～4％未満 2  

カ 0ha 超～10ha 未満 1  カ  0％超 ～2％未満 1  
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機密性〇情報（保存期間：1年未満 1 3 5 10 20 30年） 〇〇限り 

３ 主食用米

作付削減面

積 

（地域農業再

生協議会単

位） 

【全作物共通】 
①又は②のいずれかを選択。 

①前年産から当年産の主食用米作付削

減面積 ※３ 

②前年産から当年産の主食用米作付面積

削減割合 ※３ 

ア 50ha 以上 6  ア ▲10％以上 6  

イ 40ha 以上～50ha 未満 5  イ ▲8％以上～10％未満 5  

ウ 30ha 以上～40ha 未満 4  ウ ▲6％以上～8％未満 4  

エ 20ha 以上～30ha 未満 3  エ ▲4％以上～6％未満 3  

オ 10ha 以上～20ha 未満 2  オ ▲2％以上～4％未満 2  

カ 0ha 超～10ha 未満 1  カ ▲0％超 ～2％未満 1  

４ 転作状況 

（地域農業再

生協議会単

位） 

【全作物共通】 
当年産における水田面積に占める転換作物の作付面積の割合 ※４ 

ア 50％以上 3   

イ 40％以上～50％未満 2   

ウ 30％以上～40％未満 1   

５ ﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｰ

ｼｮﾝの取組状

況  

【全作物共通】 
当年産の転換作物の作付面積に占める翌年産にﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｰｼｮﾝを行う面積の割合 

※５ 

ア 50％以上 6   

イ 40％以上～50％未満 4   

ウ 30％以上～40％未満 2   

６ 畑地化の

取組状況 

【全作物共通】 
畑地化加算に取り組む面積 

ア 50ha 以上 12   

イ 40ha 以上～50ha 未満 10   

ウ 30ha 以上～40ha 未満 8  

エ 20ha 以上～30ha 未満 6  

オ 10ha 以上～20ha 未満 4  

カ 0ha 超～10ha 未満 2   

７ 新規取組

農業者の状

況 

【全作物共通】 
低コスト生産等の取組面積に占める、本事業に新規に取り組む農業者（品目・仕

向けごとで新規の農業者を含む）の低コスト生産等の取組面積の割合 

ア 100％ 12   

イ 80％以上～100％未満 6   

ウ 50％以上～80％未満 3   

８ 地域計画

の策定状況 

【全作物共通】 
低コスト生産等の取組面積に占める地域計画（農業経営基盤強化促進法（昭和 55

年法律第 65 号。以下「基盤強化法」という。）第 19 条に規定する地域計画をい

う。）のうち目標地図（基盤強化法第 19 条に規定する地図をいう。）に位置付け

られた農業者の低コスト生産等の取組面積の割合 

ア 80％以上 6   

イ 50％以上～80％未満 4   

ウ 10％以上～50％未満 2   
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※１ １について、前年度事業で採択された協議会のうち、前年

度事業における低コスト生産等の取組面積の計画を達成でき

なかった場合は、未達分の面積を今回の申請における取組面

積から減じた上でポイントを算出すること。 

※２ ２について、低コスト生産等に取り組まないものも含め、

主食用米の作付けを削減した農地等で本事業対象品目を作付

けする場合、その面積若しくは増加率を対象。 

（増加率＝当年産の本事業対象品目の作付面積の拡大分／前

年産の本事業対象品目の作付面積） 

※３ ３について、前年度事業で採択された協議会のうち、前年

度事業における主食用米作付削減面積の計画を達成できなか

った場合は、未達分の面積を今回の申請における作付削減面

積から減じた上でポイントを算出すること。 

※４ 地域農業再生協議会単位での水田面積に対する転換作物

（戦略作物、そば、なたね、新市場開拓用米、高収益作物、

子実用とうもろこし、地力増進作物）の作付面積割の割合 

（割合＝当年産の転換作物の作付面積／当年度の水田面積） 

※５ 地域農業再生協議会単位での転換作物の作付面積に対す

る、事業に取り組む全農業者の本事業対象品目で翌年産にﾌﾞﾛ

ｯｸﾛｰﾃｰｼｮﾝに取り組む面積の割合 

  （割合＝本事業対象品目における翌年産のﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｰｼｮﾝ面積

／当年産の転換作物の作付面積） 

 

 

 

 

 

優先枠 

麦【加工】４０億円、麦【新市場開拓用】５億円、 

大豆【加工】４０億円、大豆【新市場開拓用】５億円、 

高収益作物【加工・業務用】１０億円、高収益作物【新市場開拓用】１０億円、 

子実用とうもろこし １０億円 
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（別紙21） 

畑地化促進事業（畑地化支援及び定着促進支援）の交付対象とな

る取組等について 

 

１ 交付対象となる取組 

 

本事業の交付対象となる取組は、交付申請者が行う以下の取

組とします。 

 

（１） （略） 

 

（２）定着促進支援に係る取組 

 

① 高収益作物定着促進支援に係る取組 

 

ア・イ （略） 

 

（注）当年産に限り100,000円/10a（加工・業務用の野菜及び

果樹にあっては150,000円/10a）が交付された農地にお

いては、交付が行われてから５年間は、販売を目的とし

た高収益作物の作付けが必要です。その際の作付状況の

確認についてはⅣの第２の１の（５）の規定を、作付け

の有無の判断についてはⅣの第２の１の（９）の規定

を、出荷・販売の実績報告についてはⅣの第２の１の

（４）の②の規定を準用します。 

 

 

② 畑作物定着促進支援に係る取組 

 

ア・イ （略） 

（別紙21） 

畑地化促進事業（畑地化支援及び定着促進支援）の交付対象とな

る取組等について 

 

１ 交付対象となる取組 

 

本事業の交付対象となる取組は、交付申請者が行う以下の取

組とします。 

 

（１） （略） 

 

（２）定着促進支援に係る取組 

 

① 高収益作物定着促進支援に係る取組 

 

ア・イ （略） 

 

（注１）令和４年産又は令和５年産に限り100,000円/10a（加

工・業務用の野菜及び果樹にあっては150,000円/10a）

が交付された農地においては、交付が行われてから５

年間は、販売を目的とした高収益作物の作付けが必要

です。その際の作付状況の確認についてはⅣの第２の

１の（５）の規定を、作付けの有無の判断については

Ⅳの第２の１の（９）の規定を、出荷・販売の実績報

告についてはⅣの第２の１の（４）の②の規定を準用

します。 

 

② 畑作物定着促進支援に係る取組 

 

ア・イ （略） 
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（注）当年産に限り100,000円/10aが交付された農地において

は、交付が行われてから５年間は、販売を目的とした高

収益作物又は一般作物の作付けが必要です。その際の作

付状況の確認についてはⅣの第２の１の（５）の規定

を、作付けの有無の判断についてはⅣの第２の１の

（９）の規定を、出荷・販売の実績報告についてはⅣの

第２の１の（４）の②の規定を準用します。 

 

 

２・３ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注２）令和４年産又は令和５年産に限り100,000円/10aが交

付された農地においては、交付が行われてから５年間

は、販売を目的とした高収益作物又は一般作物の作付

けが必要です。その際の作付状況の確認についてはⅣ

の第２の１の（５）の規定を、作付けの有無の判断に

ついてはⅣの第２の１の（９）の規定を、出荷・販売

の実績報告についてはⅣの第２の１の（４）の②の規

定を準用します。 

 

２・３ （略） 
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（別紙22） 

畑地化促進事業の配分基準について 

 

（略） 

 

１ （略） 

 

２ 配分方法 

  （略） 

 （１） （略） 

 

  ポイント 

（削る。） （削る。） （削る。） 

 

 

 

①取組面積 （略） （略） 

②その他 （略） （略） 

（注１） （略） 

（注２） （略） 

（注３）令和４年度補正予算畑作物産地形成促進事業における畑

地化加算の交付対象となった農地を優先して採択すること

とします。 

 

（２）～（５） （略） 

 

 

 

 

 

（別紙22） 

畑地化促進事業の配分基準について 

 

（略） 

 

１ （略） 

 

２ 配分方法 

  （略） 

 （１） （略） 

 

  ポイント 

①取組品目 ア 高収益作物（加工・業務用の野菜

及び果樹） 

イ 高収益作物（ア以外） 

ウ ア及びイ以外の場合 

50 

 

30 

10 

②取組面積 （略） （略） 

③その他 （略） （略） 

（注１） （略） 

（注２） （略） 

（新設） 

 

 

 

（２）～（５） （略） 
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（削る。） 

 

 

機密性〇情報（保存期間：1年未満 1 3 5 10 20 30年） 〇〇限り 

（別表３） 

畑作物産地形成促進事業に係る成果目標の基準 

 

地域農業再生協議会が選択可能な成果目標は、品目・仕向けごとに、以下の表のと

おりです。 

品目・仕向けごとにそれぞれ（１）又は（２）のいずれか、（３）又は（４）のい

ずれか、（５）又は（６）のいずれかを選択できるものとし、（７）及び（８）に該

当する場合はポイントを加算できるものとします。 
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機密性〇情報（保存期間：1年未満 1 3 5 10 20 30年） 〇〇限り 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 26 - 

 

 
  

機密性〇情報（保存期間：1年未満 1 3 5 10 20 30年） 〇〇限り 

（別表３） 

交付対象とする低コスト生産等の取組（畑作物産地形成促進事業） 

 

 畑作物産地形成促進事業の助成対象とする低コスト生産等の取組については、以下

のとおりです。ただし、あらかじめ地方農政局長等の承認を受けた場合には、都道府

県農業再生協議会の長は助成対象とする取組を追加できるものとし、その承認に係る

手続は、別紙 20 によるものとします。 

 

 【麦】 （略） 

 

【大豆】 （略） 

 

【高収益作物（野菜・果樹等）】 （略） 

 

【子実用とうもろこし】 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機密性〇情報（保存期間：1年未満 1 3 5 10 20 30年） 〇〇限り 

（別表４） 

助成対象とする低コスト生産等の取組（畑作物産地形成促進事業） 

 

 畑作物産地形成促進事業の助成対象とする低コスト生産等の取組については、以下

のとおりです。ただし、あらかじめ地方農政局長等の承認を受けた場合には、都道府

県農業再生協議会の長は助成対象とする取組を追加できるものとし、その承認に係る

手続は、別紙 20 によるものとします。 

 

 【麦】 （略） 

 

【大豆】 （略） 

 

【高収益作物（野菜・果樹等）】 （略） 

 

【子実用とうもろこし】 （略） 
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改 正 後 現   行 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機密性〇情報（保存期間：1年未満 1 3 5 10 20 30年） 〇〇限り 
様式第１号 

（            交付申請の内容（詳細）            

 

（１）水田活用直接支払交付金 

   水田活用直接支払交付金の交付を受けたいので、実施要綱のⅣの第２の１の（７）、

Ⅳの第２の２の（９）の⑥のエ、Ⅳの第２の３の（８）の⑥のエ及びⅣの第２の４の

（６）の規定に基づき、地域農業再生協議会が営農計画書を基に確認した水田におけ

る主食用米以外の作付面積により算定された交付対象面積に交付単価を乗じて計算

される金額の交付を申請します。 

 

（２）・（３） （略） 

機密性〇情報（保存期間：1年未満 1 3 5 10 20 30年） 〇〇限り 
様式第１号 

（            交付申請の内容（詳細）            

 

（１）水田活用直接支払交付金 

   水田活用直接支払交付金の交付を受けたいので、実施要綱のⅣの第２の１の（７）、

Ⅳの第２の２の（９）の⑥のエ、Ⅳの第２の３の（９）の⑥のエ及びⅣの第２の４の

（６）の規定に基づき、地域農業再生協議会が営農計画書を基に確認した水田におけ

る主食用米以外の作付面積により算定された交付対象面積に交付単価を乗じて計算

される金額の交付を申請します。 

 

（２）・（３） （略）  
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様式第２号 

 

（略） 

 

（注20）畑作物産地形成促進事業（R４補正）に係る要綱Ⅳの第２の３

の（８）の④のただし書き又は畑地化促進事業（R４補正）に

係る要綱Ⅳの第２の４の（５）のただし書きの規定により、別

途実施される事業を活用する場合に限り、畑作物産地形成促進

事業において実施される事業に該当する場合は「１」を、畑地

化促進事業において実施される事業に該当する場合は「２」を

それぞれ記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第２号 

 

（略） 

 

（注20）畑作物産地形成促進事業（R４補正）に係る要綱Ⅳの第２の３

の（９）の④のただし書き又は畑地化促進事業（R４補正）に

係る要綱Ⅳの第２の４の（５）のただし書きの規定により、

別途実施される事業を活用する場合に限り、畑作物産地形成

促進事業において実施される事業に該当する場合は「１」

を、畑地化促進事業において実施される事業に該当する場合

は「２」をそれぞれ記入する。 
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機密性〇情報（保存期間：1年未満 1 3 5 10 20 30年） 〇〇限り 

様式第 11－１号 

 

水田活用直接支払交付金の対象作物に係る出荷・販売等実績報告書兼誓約書 

 

  年  月  日  

 ○○地方農政局長 殿 

  北海道農政事務所長 

 内閣府沖縄総合事務局長 

 

              報告（誓約）者 住所 

     氏名               
 

    交付申請者管理コード 

                                                        

 経営所得安定対策等実施要綱（平成 23 年４月１日付け 22 経営第 7133 号農林水産事務次

官依命通知）Ⅳの第２の１の（４）の②、Ⅳの第２の２の（９）の⑥のイ、Ⅳの第２の３の

（８）の⑥のイ及びⅣの第２の４の（３）の②の規定に基づき、下記のとおり、出荷・販売

状況が分かる書類を提出します。 

  

記 

 

１・２ （略） 

機密性〇情報（保存期間：1年未満 1 3 5 10 20 30年） 〇〇限り 

様式第 11－１号 

 

水田活用直接支払交付金の対象作物に係る出荷・販売等実績報告書兼誓約書 

 

  年  月  日  

 ○○地方農政局長 殿 

  北海道農政事務所長 

 内閣府沖縄総合事務局長 

 

              報告（誓約）者 住所 

     氏名               
 

    交付申請者管理コード 

                                                        

 経営所得安定対策等実施要綱（平成 23 年４月１日付け 22 経営第 7133 号農林水産事務次

官依命通知）Ⅳの第２の１の（４）の②、Ⅳの第２の２の（９）の⑥のイ、Ⅳの第２の３の

（９）の⑥のイ及びⅣの第２の４の（３）の②の規定に基づき、下記のとおり、出荷・販売

状況が分かる書類を提出します。 

  

記 

 

１・２ （略） 
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（様式14－１）※事業を実施する場合は添付必須

作成年月日　

都道府県・市町村名　

地域協議会・代表者名

１・２　（略）

前年度
未達面積

（m
2
）

未達面積を
踏まえた
取組面積

（m
2
）

未達面積を
踏まえた
取組割合

（％）

合計： 合計：

謝金 旅費
賃金及び
共済費等

事務等経費 委託費 助成費

３　取組の内容等

　　〇低コスト生産等の取組

事業
に申
請す
る品
目に
「✔」
を記
載

前年度事業で
支援対象と

なった品目が
あれば、「✔」

を記載

品目

前年産
作付面積

（m
2
） 1

当年産
における
事業対象
品目の

作付面積の
拡大分

（m
2
）

当年産
における
事業対象
品目の

作付面積の
拡大割合

（％）

交付申請額
（千円）

配点基準の項目・ポイント　※２

面積

（m2）
①

ポイント算出用
うち、
加算
措置
分
（千
円）

合計
出荷・販売契約数

量
（kg）

①のうち、
畑地化加
算面積

（m2）

8

産地・実需協働プラン
(畑作物産地形成促進事業)

当年産
作付面積

（m
2
）

①のうち、
新規に取り
組む農業
者の取組

割合
（％）

①のうち、
地域計画
の目標地
図に位置

付けられた
農業者の
取組割合

（％）

麦　（新市場開拓向け）

2 3 4

麦　（加工向け）

5 6 7

①のうち、
翌年産

ﾌﾞﾛｯｸﾛｰ
ﾃｰｼｮﾝ面

積

（m
2
）

①のうち、
飼料向け

面積

（m2）

うち、
通常
単価
分
（千
円）

※　前年度事業における主食用米の削
減面積の未達面積を記載。

前年度未達分を
踏まえた値（ポイント算出

用）

①のうち、
新規に取り
組む農業
者の取組

面積

（m
2
）

①のうち、
地域計画
の目標地
図に位置

付けられた
農業者の
取組面積

（m
2
）

前年度の未達面積（a）

推進事業（事務）に要する
経費　計（千円）

※　水田面積、転換作物の作付予定面積は本プランに参画している農業者に限らず、当該地域農業再生協議会全体の数値を記載すること。
　　 具体的には、当年度の水田面積及び転換作物の作付予定面積は、作付計画面積を記載することとし、水田面積は主食用米、備蓄米、転換作物の作付予定面積の合計とする。
　　 また、転換作物は、戦略作物、そば、なたね、新市場開拓用米、高収益作物、子実用とうもろこし、地力増進作物を対象とすること。

交付対象者数（実人数）（人）

※　「交付象者数（実人数）」欄には、品目毎の重複を除いた実人数を記載すること。 ※　ブロックローテーション状況（％）＝翌年産のブロックローテーション面積／当年産の転換作物の作付予定面積として算出すること。

前年産　水田面積（a）

前年産　主食用米の作付面積（a）

当年度における地域の転作状況（％）

翌年産におけるﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｼｮﾝ取組状況（％）

内訳

主食用米の作付削減面積(a）

主食用米の作付削減面積割合(％）

当年産　転換作物の作付予定面積（a）

４　（参考）推進事業費（事務費）

※　地域の転作状況（％）＝当年産の転換作物面積／当年度の水田面積として算出すること。

当年産　主食用米の作付予定面積（a）

※　主食用米の作付面積・作付予定面積は本プランに参画している農業者に限らず、当該地域農業再生協議会全体の数値を記載すること。
　　 具体的には、前年産は、地方農政局等が公表した「水田における作付状況」の地域農業再生協議会別の面積を記載し、当年産は作付計画面
積を記載すること。

※　前年度事業において目標面積に達しなかった場合は、その分（未達面積）を減じた値でポイントを算出すること。

当年産取組

前年産又は当年産における畑地化の有無

高収益作物（新市場開拓向
け）

高収益作物（加工・業務用）

子実用とうもろこし

大豆　（新市場開拓向け）

大豆　（加工向け）

※１　取組品目毎に別紙の農業者別取組計画表を提出すること。

※２　ポイント１、３について、前年度事業にて支援対象となった協議会において、低コスト生産等の取組面積の計画又は主食用米作付削減面積の計画を達成できなかった場合は、
　　　 目標と実績の差分の面積を減じた上で評価すること（当年度の各面積から、差分の面積を引いた値を用いて申請ポイントを算出すること）。
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（様式14－１）※事業を実施する場合は添付必須

作成年月日　

都道府県・市町村名　

地域協議会・代表者名

１・２　（略）

前年度
未達面積

（m2）

未達面積を
踏まえた
取組面積

（m2）

合計： 合計：

謝金 旅費
賃金及び
共済費等

事務等経費 委託費 助成費

※　令和６年度に畑地化及びブロックローテーションを行う面積（上表の合計値）を記載すること。 ※　地域の畑地化及びブロックローテーション状況（％）＝令和６年度の畑地化面積及びブロックローテーション面積／令和５年度の転換作物の作付予定面積として算出すること。

※　水田面積、転換作物の作付予定面積は本プランに参画している農業者に限らず、当該地域農業再生協議会全体の数値を記載すること。
　　 具体的には、令和５年度の水田面積及び転換作物の作付予定面積は、作付意向調査における計画面積を記載することとし、水田面積は主食用米、備蓄米、転換作物の作付予定面積の合計とする。
　　 また、転換作物は、戦略作物、そば、なたね、新市場開拓用米、高収益作物、子実用とうもろこし、地力増進作物を対象とすること。

助成対象者数（実人数）（人）

※　「助成対象者数（実人数）」欄には、品目毎の重複を除いた実人数を記載すること。

４　推進事業費（事務費）

推進事業（事務）に要する
経費　計（千円）

内訳

令和6年度　畑地化及びﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｰｼｮﾝ面積（a） 令和６年度における地域の畑地化及びﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｼｮﾝ取組状況（％）

令和５年度　主食用米の作付予定面積（a） 主食用米の作付削減面積割合(％）

※　主食用米の作付面積・作付予定面積は本プランに参画している農業者に限らず、当該地域農業再生協議会全体の数値を記載すること。
　　 具体的には、令和４年度は、地方農政局等が公表した「水田における作付状況」の地域農業再生協議会別の面積を記載し、令和５年度は、
      水田活用の直接支払交付金の作付意向調査における計画面積を記載すること。

※　R3年度補正予算　新市場開拓に向けた水田リノベーション事業において目標麺責に達しなかった場合は、その分（未達面積）を減じた値でポイントを算出すること。

※　R3年度補正予算　新市場開拓に向けた水田リノベーション事業における主食用米の削減面積の未達面
積を記載。

令和５年度　水田面積（a） 令和５年度における地域の転作状況（％）

令和５年度　転換作物の作付予定面積（a）
※　地域の転作状況（％）＝令和５年度の転換作物面積／令和５年度の水田面積として算出すること。

令和４年度　主食用米の作付面積（a） 主食用米の作付削減面積(a） 前年度の未達面積（a）

※１　取組品目毎に別紙の農業者別取組計画表を提出すること。

※２　ポイント②、④について、前年度本事業にて低コスト生産等の取組支援（面積払い）を受けた協議会において、（１）又は（２）、（５）又は（６）の成果目標を達成できなかった場合は、
　　　 目標と実績の差分の面積を減じた上で評価すること（令和5年度の各面積から、差分の面積を引いた値を用いて申請ポイントを算出すること）。

前年度未達分を
踏まえた値（ポイント算出用）

大豆　（新市場開拓向け）

大豆　（加工向け）

麦　（加工向け）

高収益作物（新市場開拓向け）

高収益作物（加工・業務用）

令和５年度
作付面積

（m2）

令和５年度取組

麦　（新市場開拓向け）

ポイント算出用

（新設）

子実用とうもろこし

　　〇低コスト生産等の取組

事業に
申請す
る品目
に「✔」
を記載

R３年度補正予算
新市場開拓に向け
た水田リノベーショ

ン事業で支援対象と
なった品目があれ
ば、「✔」を記載

品目

令和４年度
作付面積

（m2）
面積

（m
2
）

①

出荷・販売契約数
量

（kg）

①のうち、
令和6年度
畑地化面積

（m2）

①のうち、
令和6年度

ﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｰｼｮ
ﾝ面積
（m2）

①のうち、
令和6年度
畑地化及び
ﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｰ
ｼｮﾝ面積合

計
（m2）

①のうち、
飼料向け

面積
（m2）

令和５年度
における
事業対象
品目の

作付面積の
拡大分

（m2）

令和５年度
における
事業対象
品目の

作付面積の
拡大割合

（％）

うち、
加算措置分

（千円）
（1）又は（２）

（８）の
ポイント

⑥

合計ポイ
ント

（②～⑥）

助成申請額
（千円） ポイント

③
（５）又は（６）

ポイント
④

ポイント
②

（３）又
は（４）

（７）の
ポイント

⑤

うち、
通常単価分

（千円）

産地・実需協働プラン
(畑作物産地形成促進事業)

３　取組の内容・目標等

選択する成果目標項目・ポイント　※２
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経営形態

うち、
通常単価

分
（千円）

うち、
加算措置

分
（千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

翌年産
ﾌﾞﾛｯｸ

ﾛｰﾃｰｼｮﾝ
取組面積

（m2）

土層
改良
（畑）

ほ場
への
炭素
貯留

地域
特認

地域計
画の目
標地図
に位置
付けら
れた者
に「✔」
を記載

生育
予測
シス
テム

ふく
土踏
圧

難防
除雑
草

排水
対策
（畑）

施肥
スマート

農業
融雪
促進

栽培
管理

合計

新規
対象
者に

「✔」を
記載

病害
虫防
除

排水
対策
管理

共同
利用

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【麦】（加工向け）

番号
氏名又は

法人・組織名

経営所得安定
対策等の交付
申請者管理

コード

低コスト生産等の取組　　　　　※「（畑）」は畑作物本作化促進メニュー

前年産
作付面積

（m2）

当年産
作付面積

（m2）

当年産
取組面積

（m2）

当年産
出荷・販売
契約数量

（kg）

畑地化加
算

面積

（m2）

備考

　１　個人
　２　法人
　３　集落営農
　のどれかを記
載

交付
申請額
（千円）

均平
作業
（畑）

畦畔
除去
（畑）

温室
効果
ガス

の削減

別紙別紙
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経営形態

うち、
通常単価

分
（千円）

うち、
加算措置

分
（千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合計

経営所得安定対策
等の交付申請者管

理コード

　１　個人
　２　法人
　３　集落営農
　のどれかを記載

融雪
促進

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【麦】（新市場開拓向け、加工向け）

番号
氏名又は

法人・組織名

低コスト生産等の取組　　　　　※「（畑）」は畑作物本作化促進メニュー

ふく
土踏
圧

栽培
管理

難防
除雑
草

スマート
農業

備考排水
対策
管理

共同
利用

生育
予測

システ
ム

施肥
病害
虫防
除

地域
特認

令和6年度
畑地化面

積

（m2）

助成
申請額
（千円）

排水
対策
（畑）

土層
改良
（畑）

ほ場
への
炭素
貯留

均平
作業
（畑）

畦畔
除去
（畑）

温室
効果
ガス

の削減

令和4年度
作付面積

（m2）

令和5年度
作付面積

（m3）

令和5年度
取組面積

（m2）

令和5年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

令和6年度
ﾌﾞﾛｯｸ

ﾛｰﾃｰｼｮﾝ
取組面積

（m2）

別紙別紙
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経営形態

うち、
通常単価

分
（千円）

うち、
加算措置

分
（千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

翌年産
ﾌﾞﾛｯｸ

ﾛｰﾃｰｼｮﾝ
取組面積

（m2）

土層
改良
（畑）

ほ場
への
炭素
貯留

地域
特認

地域計
画の目
標地図
に位置
付けら
れた者
に「✔」
を記載

生育
予測
シス
テム

ふく
土踏
圧

難防
除雑
草

排水
対策
（畑）

施肥
スマート

農業
融雪
促進

栽培
管理

合計

新規対
象者に
「✔」を
記載

病害
虫防
除

排水
対策
管理

共同
利用

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【麦】（新市場開拓向け）

番号
氏名又は

法人・組織名

経営所得安定
対策等の交付
申請者管理

コード

低コスト生産等の取組　　　　　※「（畑）」は畑作物本作化促進メニュー

前年産
作付面積

（m2）

当年産
作付面積

（m2）

当年産
取組面積

（m2）

当年産
出荷・販売
契約数量

（kg）

畑地化加
算

面積

（m2）

備考

　１　個人
　２　法人
　３　集落営農
　のどれかを記
載

交付
申請額
（千円）

均平
作業
（畑）

畦畔
除去
（畑）

温室
効果
ガス

の削減

別紙別紙
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（新設） 
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経営形態

うち、
通常単価

分
（千円）

うち、
加算措置

分
（千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

スマー
ト農業

土層
改良
（畑）

地域
特認

畦畔
除去
（畑）

温室
効果
ガス

の削減

ほ場
への
炭素
貯留

合計

共同
利用

摘心
栽培

畝間
冠水

団地
化

肥料
削減

農薬
削減

排水
対策
（畑）

新規
対象
者に

「✔」を
記載

地域計
画の目
標地図
に位置
付けら
れた者
に「✔」
を記載

土づ
くり

新品
種導
入

施肥
均平
作業
（畑）

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【大豆】（加工向け）

番号
氏名又は

法人・組織名

経営所得安定
対策等の交付
申請者管理

コード

低コスト生産等の取組　　　　　※「（畑）」は畑作物本作化促進メニュー

前年産
作付面積

（m2）

当年産
作付面積

（m2）

当年産
取組面積

（m2）

当年産
出荷・販売
契約数量

（kg）

畑地化加
算

面積

（m2）

翌年産
ﾌﾞﾛｯｸ

ﾛｰﾃｰｼｮﾝ
取組面積

（m2）

交付
申請額
（千円）

　１　個人
　２　法人
　３　集落営農
　のどれかを記
載

300
Ａ技
術

難防
除雑
草

備考

別紙別紙
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経営形態

うち、
通常単価

分
（千円）

うち、
加算措置

分
（千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

土づ
くり

新品
種導
入

　１　個人
　２　法人
　３　集落営農
　のどれかを記載

地域
特認

団地
化

肥料
削減

農薬
削減

合計

スマー
ト農業

備考

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【大豆】（新市場開拓向け、加工向け）

番号
氏名又は

法人・組織名

低コスト生産等の取組　　　　　※「（畑）」は畑作物本作化促進メニュー

施肥
排水
対策
（畑）

共同
利用

均平
作業
（畑）

摘心
栽培

畝間
冠水

経営所得安定対策
等の交付申請者管

理コード

300
Ａ技
術

難防
除雑
草

助成
申請額
（千円）

土層
改良
（畑）

畦畔
除去
（畑）

温室
効果
ガス

の削減

ほ場
への
炭素
貯留

令和4年度
作付面積

（m2）

令和5年度
作付面積

（m3）

令和5年度
取組面積

（m2）

令和5年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

令和6年度
畑地化面

積

（m2）

令和6年度
ﾌﾞﾛｯｸ

ﾛｰﾃｰｼｮﾝ
取組面積

（m2）

別紙別紙
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経営形態

うち、
通常単価

分
（千円）

うち、
加算措置

分
（千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

スマー
ト農業

土層
改良
（畑）

地域
特認

畦畔
除去
（畑）

温室
効果
ガス

の削減

ほ場
への
炭素
貯留

合計

共同
利用

摘心
栽培

畝間
冠水

団地
化

肥料
削減

農薬
削減

排水
対策
（畑）

新規
対象
者に

「✔」を
記載

地域計
画の目
標地図
に位置
付けら
れた者
に「✔」
を記載

土づ
くり

新品
種導
入

施肥
均平
作業
（畑）

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【大豆】（新市場開拓向け）

番号
氏名又は

法人・組織名

経営所得安定
対策等の交付
申請者管理

コード

低コスト生産等の取組　　　　　※「（畑）」は畑作物本作化促進メニュー

前年産
作付面積

（m2）

当年産
作付面積

（m2）

当年産
取組面積

（m2）

当年産
出荷・販売
契約数量

（kg）

畑地化加
算

面積

（m2）

翌年産
ﾌﾞﾛｯｸ

ﾛｰﾃｰｼｮﾝ
取組面積

（m2）

交付
申請額
（千円）

　１　個人
　２　法人
　３　集落営農
　のどれかを記
載

300
Ａ技
術

難防
除雑
草

備考

別紙別紙
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（新設） 
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経営形態

うち、
通常単価

分
（千円）

うち、
加算措置

分
（千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

翌年産
ﾌﾞﾛｯｸ

ﾛｰﾃｰｼｮﾝ
取組面積

（m2）

土層
改良
（畑）

地域
特認

新規
対象
者に

「✔」を
記載

地域計
画の目
標地図
に位置
付けら
れた者
に「✔」
を記載

肥料
削減

土壌
消毒

ドリ
フト
対策

スマー
ト農業

農薬
削減

共同
利用

生物
農薬

病害
虫対
策

合計

土づ
くり

新品
種導
入

排水
対策
（畑）

畦畔
除去
（畑）

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【高収益作物】（加工・業務用）

番号
氏名又は

法人・組織名

経営所得安定
対策等の交付
申請者管理

コード

低コスト生産等の取組　　　　　※「（畑）」は畑作物本作化促進メニュー

前年産
作付面積

（m2）

当年産
作付面積

（m2）

当年産
取組面積

（m2）

当年産
出荷・販売
契約数量

（kg）

畑地化加
算

面積

（m2）

備考

　１　個人
　２　法人
　３　集落営農
　のどれかを記
載

交付
申請額
（千円）

均平
作業
（畑）

温室
効果
ガス

の削減

ほ場
への
炭素
貯留

別紙別紙別紙
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経営形態

うち、
通常単価

分
（千円）

うち、
加算措置

分
（千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

　１　個人
　２　法人
　３　集落営農
　のどれかを記載

経営所得安定対策
等の交付申請者管

理コード

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【高収益作物】（新市場開拓向け、加工・業務用）　＜品目名：　　　　＞

合計

土壌
消毒

ドリ
フト
対策

土づ
くり

備考
助成

申請額
（千円）

排水
対策
（畑）

スマー
ト農業

令和5年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

生物
農薬

令和5年度
作付面積

（m3）
共同
利用

令和4年度
作付面積

（m2）
番号

氏名又は
法人・組織名

令和6年度
ﾌﾞﾛｯｸ

ﾛｰﾃｰｼｮﾝ
取組面積

（m2）

令和6年度
畑地化面

積

（m2）

土層
改良
（畑）

畦畔
除去
（畑）

均平
作業
（畑）

温室
効果
ガス

の削減

ほ場
への
炭素
貯留

地域
特認

低コスト生産等の取組　　　　　※「（畑）」は畑作物本作化促進メニュー

令和5年度
取組面積

（m2）

病害
虫対
策

肥料
削減

農薬
削減

新品
種導
入

別紙別紙別紙
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経営形態

うち、
通常単価

分
（千円）

うち、
加算措置

分
（千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

翌年産
ﾌﾞﾛｯｸ

ﾛｰﾃｰｼｮﾝ
取組面積

（m2）

土層
改良
（畑）

地域
特認

新規
対象
者に

「✔」を
記載

地域計
画の目
標地図
に位置
付けら
れた者
に「✔」
を記載

肥料
削減

土壌
消毒

ドリ
フト
対策

スマー
ト農業

農薬
削減

共同
利用

生物
農薬

病害
虫対
策

合計

土づ
くり

新品
種導
入

排水
対策
（畑）

畦畔
除去
（畑）

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【高収益作物】（新市場開拓向け）

番号
氏名又は

法人・組織名

経営所得安定
対策等の交付
申請者管理

コード

低コスト生産等の取組　　　　　※「（畑）」は畑作物本作化促進メニュー

前年産
作付面積

（m2）

当年産
作付面積

（m2）

当年産
取組面積

（m2）

当年産
出荷・販売
契約数量

（kg）

畑地化加
算

面積

（m2）

備考

　１　個人
　２　法人
　３　集落営農
　のどれかを記
載

交付
申請額
（千円）

均平
作業
（畑）

温室
効果
ガス

の削減

ほ場
への
炭素
貯留

別紙別紙別紙
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（新設） 
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経営形態

うち、
通常単価

分
（千円）

うち、
加算措置

分
（千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合計

共同
利用

スマー
ト農業

土層
改良
（畑）

生物
農薬

難防
除雑
草

カビ
毒低
減

肥料
削減

農薬
削減

土づ
くり

新規
対象
者に

「✔」を
記載

地域計
画の目
標地図
に位置
付けら
れた者
に「✔」
を記載

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【子実用とうもろこし】

番号
氏名又は

法人・組織名

経営所得安定
対策等の交付
申請者管理

コード

低コスト生産等の取組　　　　　※「（畑）」は畑作物本作化促進メニュー

前年産
作付面積

（m2）

当年産
作付面積

（m2）

当年産
取組面積

（m2）

当年産
出荷・販売
契約数量

（kg）

畑地化加
算

面積

（m2）

当年産
取組面積
のうち、

飼料向け
面積

（m2）

翌年産
ﾌﾞﾛｯｸ

ﾛｰﾃｰｼｮﾝ
取組面積

（m2）

交付
申請額
（千円）

畦畔
除去
（畑）

温室
効果
ガス

の削減

ほ場
への
炭素
貯留

備考

　１　個人
　２　法人
　３　集落営農
　のどれかを記
載

排水
対策
（畑）

地域
特認

均平
作業
（畑）

堆肥
利用

施肥
病害
虫対
策

別紙別紙別紙別紙
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経営形態

うち、
通常単価

分
（千円）

うち、
加算措置

分
（千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【子実用とうもろこし】

番号
氏名又は

法人・組織名

低コスト生産等の取組　　　　　※「（畑）」は畑作物本作化促進メニュー

地域
特認

経営所得安定対策
等の交付申請者管

理コード

病害
虫対
策

生物
農薬

難防
除雑
草

備考
カビ
毒低
減

肥料
削減

農薬
削減

土づ
くり

スマー
ト農業

共同
利用

合計

排水
対策
（畑）

均平
作業
（畑）

堆肥
利用

施肥

　１　個人
　２　法人
　３　集落営農
　のどれかを記載

令和5年度
出荷・販売
契約数量

（kg）

令和6年度
畑地化面

積

（m2）

助成
申請額
（千円）

土層
改良
（畑）

畦畔
除去
（畑）

温室
効果
ガス

の削減

ほ場
への
炭素
貯留

令和4年度
作付面積

（m2）

令和5年度
作付面積

（m3）

令和5年度
取組面積

（m2）

令和5年度
取組面積
のうち、

飼料向け
面積

（m2）

令和6年度
ﾌﾞﾛｯｸ

ﾛｰﾃｰｼｮﾝ
取組面積

（m2）

別紙別紙別紙別紙
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様式第14－2号

作成年月日　　　　令和　年　月　日

都道府県協議会名　

代表者名　

１　（略）

合計： 合計：

謝金 旅費
賃金及び
共済費等

事務等経費 委託費 助成費

謝金 旅費
賃金及び
共済費等

事務等経費 委託費 助成費

※申請のあった当該地域農業再生協議会の推進事務費を積み上げて記載すること

都道府県取組計画書
（畑作物産地形成促進事業）

２　都道府県全体の取組の内容目標等

うち、
通常単価分

（千円）

うち、
加算措置分

（千円）

当年産取組

　　（１）低コスト生産等の取組

麦　（新市場開拓向け）

事業
に申
請す
る品
目に
「✔」
を記
載

前年度事業
で支援対象
となった品目
があれば、
「✔」を記載

品目

前年産
作付面積

（m
2
）

当年産
作付面積

（m
2
）

麦　（加工向け）

当年産
における
事業対象
品目の

作付面積の
拡大割合

（％）

面積

（m
2
）

①

出荷・販売
契約数量

（kg）

①のうち、
畑地化加算

面積

（m
2
）

①のうち、
翌年産

ﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｰｼｮﾝ
面積

（m
2
）

①のうち、
地域計画の目
標地図に位置

付けられた農業
者の取組面積

（m2）

①のうち、
飼料向け

面積

（m
2
）

当年産
における
事業対象
品目の

作付面積の
拡大分

（m2）

前年産　主食用米の作付面積（a） 主食用米の作付削減面積(a）

大豆　（新市場開拓向け）

大豆　（加工向け）

高収益作物（新市場開拓向
け）

高収益作物（加工・業務用）

子実用とうもろこし

※　地域農業再生協議会から提出のあった産地・実需協働プランに基づき、取組品目毎に別紙を提出すること。

※　水田面積、転換作物の作付予定面積は、当該都道府県が管轄する地域農業再生協議会から提出のあったプランに記載された数値を合算して記載すること。

翌年産におけるﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｼｮﾝ取組状況（％）

当年産　主食用米の作付予定面積（a） 主食用米の作付削減面積割合(％）

※　主食用米の作付面積・作付予定面積は、当該都道府県が管轄する地域農業再生協議会から提出のあったプランに記載された数値を合算して記載すること。

前年産　水田面積（a） 当年度における地域の転作状況（％）

交付申請額
（千円）

①のうち、
新規に取り組む
農業者の取組面

積

（m
2
）

※　「交付対象者数（実人数）」欄には、品目毎の重複を除いた実人数を記載すること。

３－１　（参考）都道府県推進事業費（事務費）

※　ブロックローテーション状況（％）＝翌年産のブロックローテーション面積／翌年産の転換作物の作付予定面積として算出す
ること。

推進事業（事務）に要する
経費　計（千円）

内訳

３－２　（参考）地域農業再生協議会推進事業費（事務費）

推進事業（事務）に要する
経費　計（千円）

内訳

交付対象者数（実人数）（人）

当年産　転換作物の作付予定面積（a）
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様式第14－2号

作成年月日　　　　令和　年　月　日

都道府県協議会名　

代表者名　

１　（略）

前年度
未達面積

（m
2
）

未達面積を
踏まえた
取組面積

（m2）

合計： 合計：

謝金 旅費
賃金及び
共済費等

事務等経
費

委託費 助成費

謝金 旅費
賃金及び
共済費等

事務等経
費

委託費 助成費

※申請のあった当該地域農業再生協議会の推進事務費を積み上げて記載すること

※　「助成対象者数（実人数）」欄には、品目毎の重複を除いた実人数を記載すること。

令和６年度　畑地化及びﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｰｼｮﾝ面積（a）

助成対象者数（実人数）（人）

※　地域の畑地化及びブロックローテーション状況（％）＝令和６年度の畑地化面積及びブ
ロックローテーション面積／令和５年度の転換作物の作付予定面積として算出すること。

※　畑地化及びブロックローテーション面積は、当該都道府県が管轄する地域農業再生協議会から提出のあったプランに記載された数値を合算して記載すること。

令和６年度における地域の畑地化及びﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｼｮﾝ取組状況（％）

３－１　都道府県推進事業費（事務費）

推進事業（事務）に要する
経費　計（千円）

３－２　地域農業再生協議会推進事業費（事務費）

推進事業（事務）に要する
経費　計（千円）

内訳

内訳

麦　（加工向け）

大豆　（新市場開拓向け）

子実用とうもろこし

高収益作物（新市場開拓向け）

大豆　（加工向け）

高収益作物（加工・業務用）

※　主食用米の作付面積・作付予定面積は、当該都道府県が管轄する地域農業再生協議会から提出のあったプランに記載された数値を合算して記載すること。

※　水田面積、転換作物の作付予定面積は、当該都道府県が管轄する地域農業再生協議会から提出のあったプランに記載された数値を合算して記載すること。

令和５年度　水田面積（a） 令和５年度における地域の転作状況（％）

令和５年度　転換作物の作付予定面積（a）

令和５年度　主食用米の作付予定面積（a）

※　地域農業再生協議会から提出のあった産地・実需協働プランに基づき、取組品目毎に別紙を提出すること。

令和４年度　主食用米の作付面積（a） 主食用米の作付削減面積(a）

主食用米の作付削減面積割合(％）

うち、
通常単価分

（千円）

令和５年度取組

２　都道府県全体の取組の内容目標等

　　（１）低コスト生産等の取組

事業に
申請す
る品目
に「✔」
を記載

R３年度補正予算
新市場開拓に向
けた水田リノベー
ション事業で支援
対象となった品目
があれば、「✔」を

記載

品目

令和４年度
作付面積

（m
2
）

麦　（新市場開拓向け）

ポイント算出用

出荷・販売
契約数量

（kg）

都道府県取組計画書
（畑作物産地形成促進事業）

①のうち、
令和6年度
畑地化面積

（m2）

①のうち、
令和6年度

ﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｰｼｮﾝ
面積
（m2）

うち、
加算措置分

（千円）

①のうち、
令和6年度
畑地化及び

ﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｰｼｮﾝ
面積合計

（m2）

①のうち、
飼料向け

面積
（m2）

令和５年度
における
事業対象
品目の

作付面積の
拡大分

（m2）

令和５年度
作付面積

（m
2
）

令和５年度
における
事業対象
品目の

作付面積の
拡大割合

（％）

助成申請額
（千円）面積

（m2）
①
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別紙

うち、
通常

単価分
（千円）

うち、
加算

措置分
（千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合計

共同
利用

ス
マー
ト農
業

排水
対策
（畑）

土層
改良
（畑）

ふく
土踏
圧

難防
除雑
草

生育
予測

システ
ム

施肥
病害
虫防
除

排水
対策
管理

栽培
管理

交付対
象者数
（人）

配点基準の項目・ポイント 低コスト生産等の取組　※１　人数を記載　　※２　「（畑）」は畑作物本作化促進メニュー

前年度
事業で

採択実績
の有無

（有る場合は
〇を記載）

6 7 8 合計
融雪
促進

温室
効果
ガス
の削
減

ほ場
への
炭素
貯留

地域
特認

均平
作業
（畑）

畦畔
除去
（畑）

○○県農業再生協議会　品目別取組計画表
【麦】（新市場開拓向け）

番号
地域農業再
生協議会名

前年産
作付面積

（m2）

当年産
作付面積

（m2）

当年産
取組面積

（m2）

当年産
出荷・販

売
契約数量

（kg）

畑地化
加算面積

（m2）

翌年産
ﾌﾞﾛｯｸ

ﾛｰﾃｰｼｮﾝ
取組面積

（m2）

交付
申請額
（千円）

備考

1 2 3 4 5
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別紙

うち、
通常

単価分
（千円）

うち、
加算

措置分
（千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

令和6年
度

ﾌﾞﾛｯｸ
ﾛｰﾃｰｼｮﾝ
取組面積

（m2）

排水
対策
管理

共同
利用

ポイン
ト
②

ポイン
ト
④

（７）
の

ポイン
ト
⑤

合計
ポイン

ト
（②～
⑥）

（３）
又は
（４）

ポイン
ト
③

（５）
又は
（６）

○○県農業再生協議会　品目別取組計画表
【麦】（新市場開拓向け、加工向け）

令和5年
度

作付面積

（m3）

（８）
の

ポイン
ト
⑥

R3補正
リノベ事業で

採択実績
の有無

（有る場合は
〇を記載）

融雪
促進

備考

施肥

温室
効果
ガス
の削
減

ほ場
への
炭素
貯留

助成対
象者数
（人） 地域

特認

生育
予測

システ
ム

土層
改良
（畑）

均平
作業
（畑）

畦畔
除去
（畑）

病害
虫防
除

合計

番号
地域農業再
生協議会名

低コスト生産等の取組　※１　人数を記載　　※２　「（畑）」は畑作物本作化促進メニュー

ふく
土踏
圧

栽培
管理

難防
除雑
草

ス
マー
ト農
業

令和4年
度

作付面積

（m2）

令和5年
度

取組面積

（m2）

当年産
出荷・販

売
契約数量

（kg）

令和6年
度

畑地化面
積

（m2）

排水
対策
（畑）

助成
申請額
（千円）

選択する成果目標項目・ポイント

（1）
又は
（２）
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別紙

うち、
通常

単価分
（千円）

うち、
加算

措置分
（千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

○○県農業再生協議会　品目別取組計画表
【麦】（加工向け）

番号
地域農業再
生協議会名

前年産
作付面積

（m2）

当年産
作付面積

（m2）

当年産
取組面積

（m2）

当年産
出荷・販

売
契約数量

（kg）

畑地化
加算面積

（m2）

翌年産
ﾌﾞﾛｯｸ

ﾛｰﾃｰｼｮﾝ
取組面積

（m2）

交付
申請額
（千円）

備考

1 2 3 4 5

前年度
事業で

採択実績
の有無

（有る場合は
〇を記載）

6 7 8 合計
融雪
促進

温室
効果
ガス
の削
減

ほ場
への
炭素
貯留

地域
特認

均平
作業
（畑）

畦畔
除去
（畑）

合計

共同
利用

ス
マー
ト農
業

排水
対策
（畑）

土層
改良
（畑）

ふく
土踏
圧

難防
除雑
草

生育
予測

システ
ム

施肥
病害
虫防
除

排水
対策
管理

栽培
管理

交付対
象者数
（人）

配点基準の項目・ポイント 低コスト生産等の取組　※１　人数を記載　　※２　「（畑）」は畑作物本作化促進メニュー
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